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中期経営計画の策定について 

当社は、2017年度を初年度とする『中期経営計画（2017年度～2019年度）』を策定いたしましたので、

お知らせします。 

当社は、2014年 5月に 2016年度を最終年度とする中期経営計画を策定し、「経営基盤の強化と新たな

ステージへの挑戦によって、更なる企業価値の向上を目指す」という基本方針のもと、役職員一丸とな

って計画の達成に取り組んでまいりました。

この期間の我が国経済は、円安株高傾向が期間途中で一服し、個人消費の低迷や新興国経済の減速懸

念をはじめとする世界情勢の影響などにより景気動向は概ね横ばい傾向で経過しましたが、建設業界に

おきましては、公共インフラ整備、民間設備投資ともに底堅く継続したことから、建設投資は概ね堅調

に推移いたしました。 

このような環境の中、前中期経営計画期間中は基本方針に沿った事業展開を進め、外部環境の好転も

加わり、収益面では 3ヵ年として計画を上回ることができました。また、３ヵ年の取り組みにより、国

内土木・建築事業の収益力が大きく伸びたことから、今後の事業展開に向けた経営基盤の強化が進みま

した。さらに、昨年度には自航式多目的船ＡＵＧＵＳＴ ＥＸＰＬＯＲＥＲが就役するなど、今年度以降

の経営に弾みをつけることができました。 

今後の事業環境につきましても、各地で計画・推進されている海上プロジェクトをはじめ、防災・減

災対策の推進や、老朽化した社会資本の維持・更新に伴うインフラ整備が進められるととともに、民間

設備投資も引き続き堅調に推移していく見通しであり、当社の技術力を発揮する機会が今後も数多く控

えております。 

 このたび策定した中期経営計画(2017年度～2019年度)では、「安定した収益確保による経営基盤強化

を進めるとともに、変化へ果敢に挑戦することにより更なる発展を目指す」を基本方針に掲げて事業を

推進してまいります。そのためには、基幹３事業の確実な発展により強靭な経営基盤を構築するととも

に、人材育成および技術力強化による生産性の向上と、グループ会社との連携強化継続が必要でありま

す。これらの施策を計画期間中に確実に実行することにより、将来の環境変化への対応力を高め、中長

期にわたって安定した収益力を持続していきます。株式配当につきましては、配当性向として２０％～

３０％の安定配当を継続いたします。当社は 2019年度に創立 90周年を迎えますが、本計画の達成およ

び、更なる発展に向けて役職員一丸となって果敢に取り組んでまいります。 



  

中期経営計画の骨子（2017年度～2019年度） 

～Challenge to a new stage～ 

 

１．基本方針  安定した収益確保による経営基盤強化と 

変化への果敢な挑戦によって更なる発展を目指す 

 

２．達成目標  ３ヵ年での連結営業利益    245億円以上 

        ３年後連結営業利益率    5.0％以上 

        ３年後単体純資産       500億円以上 

 

３．基本戦略   (1) 基幹 3事業(土木・建築・海外)の確実な発展による強靭な経営基盤の構築 

         (2) 人材育成、技術力強化による生産性の向上 

         (3) グループ各社との相互連携強化によるグループ収益力の向上 

(4) 環境変化に即応できる機動的な組織への変革 

(5) ガバナンス体制とリスクマネジメント力のより一層の強化 

 

４．事業戦略  

  (1)国内土木事業 

   ◆安定的な営業利益の継続確保 

◆時代の変革にフレキシブルに対応し利益を確保できる体制の構築 

◆民間事業量拡大と海上工事の安定確保 

◆技術戦略・生産性向上 

◆海洋事業戦略 

 

  (2)国内建築事業 

   ◆外部環境変動時においても営業利益を安定確保 

◆営業力強化 

◆コスト競争力強化 

◆人材・組織力強化の継続 

    

  (3)海外事業 

   ◆安定した営業利益確保に向けた体制構築 

◆将来的には全社収益の柱の一つとなるべく進化 

◆組織体制強化と人材育成推進 

◆地域別営業戦略 

 

以 上 



中期経営計画
（2017年度～2019年度）

～ Ｃｈａｌｌｅｎｇｅ to  ａ ｎｅｗ ｓｔａｇｅ ～

2017年5月11日



前中期経営計画 総括

総 括総 括

前中期経営計画は、最終年度連結営業利益５０億円以上を掲げてスタートし、初年度で目標を達成したた
め、計画期間中に収益計画を上方修正した。３ヵ年の成績としては見直しした年度計画比で、営業利益・当
期利益で約２割上回り、収益面での計画を達成し、一定の財務基盤強化が進んだ。一方で、将来の市場環
境変動に備えた更なる経営基盤の強化、海外事業の収益力強化、コンプライアンス・ガバナンス面の一層
の強化の必要性は継続しており、中期経営計画においてもこれらの課題への対応が必要。
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前中期経営計画期間の損益計画と実績前中期経営計画期間の損益計画と実績
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経営環境と計画の方向性

・将来の環境変化に耐えうる強靭な経営基盤（営業基盤､財務基盤､⼈材基盤）の構築
・環境変化に即応できる組織⾯と⼈材⾯での機動性
・収益源（顧客）の多様化推進
・リスク管理とガバナンスの更なる強化と⾼度化の必要性

◆各種プロジェクト、防災・減災対策の推進に伴うインフラ整備推進

◆⺠間設備投資の堅調な推移と⻑期的な不透明感
◆インフラの維持・修繕・更新ニーズの拡⼤、新設の減少

◆⽣産性向上、担い⼿確保の必要性増加

◆海外既進出国のインフラ需要の伸⻑と変動

◆建設産業も含めた働き⽅改⾰実現への動き
◆ダイバーシティの拡がり

◆官庁建設投資の中期的な安定継続と⻑期的な減少懸念

◆ICT,IoT等の技術⾰新

◆管理・品質⾯等のコンプライアンス要求⽔準の⾼まり

◆将来的な職員年齢構成変動への対応

経営環境経営環境

計画の方向性計画の方向性

◆ODA対象国の変化、官⺠連携のインフラ輸出の推進



中期経営計画 概要（１）

基本方針基本方針

達成目標達成目標

安定した収益確保による経営基盤強化と
変化への果敢な挑戦によって更なる発展を目指す
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■３年後単体純資産 ５００億円以上（2017/3期末４０２億円）

■３ヵ年での連結営業利益 ２４５億円以上（前中計３ヵ年実績 ２１５億円）

■３年後連結営業利益率 5.0%以上 （2017/3期 ４.７%）

キャッチフレーズキャッチフレーズ



中期経営計画 概要（２）

基本戦略基本戦略

-4-

① 基幹3事業(⼟⽊・建築・海外)の確実な発展
による強靭な経営基盤の構築

② ⼈材育成、技術⼒強化による⽣産性の向上

③ グループ各社との相互連携強化による
グループ収益⼒の向上

④ 環境変化に即応できる機動的な組織への変⾰

⑤ ガバナンス体制とリスクマネジメント⼒の
より⼀層の強化

収益計画収益計画

※赤字：中期経営計画達成目標



中期経営計画 概要（３）
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国内土木
事 業
国内土木
事 業

国内建築
事 業
国内建築
事 業

海外事業海外事業



事業別戦略
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基本戦略
◆安定的な営業利益の継続確保
◆時代の変革にフレキシブルに対応し利益を確保できる

体制の構築

重点施策
●民間事業量拡大と海上工事の安定確保

（➤民間営業力強化 ➤営業・工事支援組織の拡充 ）

（➤官庁海上工事のシェアアップ）

●技術戦略・生産性向上
（➤顧客ニーズ対応力の強化 ➤ICT導入推進 ➤職員教育の充実）

●海洋事業戦略
（➤AUGUST EXPLORERの有効活用）

基本戦略
◆外部環境変動時においても営業利益を安定確保
◆営業力強化､コスト競争力強化､人材組織力強化の継続

重点施策
●営業力強化

（➤得意分野育成推進 ➤脱競争志向継続 ➤設計施工への注力）

●コスト競争力強化
（➤技術優位性の創出 ➤工種別コスト競争力向上）

●人材力・組織力強化
（➤営業要員増強 ➤教育プログラム推進 ➤機動的な組織運営）

基本戦略
◆安定した営業利益確保に向けた体制構築
◆将来的には全社収益の柱の一つとなるべく進化

重点施策
●組織体制強化

（➤間接部門の増強 ➤現場支援体制強化 ➤安全管理強化）
●人材育成推進

（➤職員キャリアプラン作成 ➤海外現地職員育成継続）

●地域別営業戦略
（➤既進出国中心にターゲット案件の確実な受注）

国内土木事業国内土木事業

海外事業海外事業

国内建築事業国内建築事業

グループ連携強化継続

◆連携強化推進による連結収益の極大化、ガバナンス体制強化

働き方・人事制度改革
◆労働時間削減、採用・人材教育強化

システム改革
◆業務効率化による生産性向上、セキュリティ向上

設備投資計画

◆作業船のスクラップ＆ビルド推進

◆保有資産の有効活用推進

共通事項共通事項
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